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資料１

理容師養成施設及び美容師養成施設の適正な運営を確保に関する検討事項（要約版）

検討事項 検 討 の 方 向 検 討 の 結 果 事 務 局 案 資料２
ページ

第１ 教員に関すること

１ 専任教員の 専任教員は常勤の職員とするこ ペンディング 適切な教授の確保及び生徒に対する １
配置基準 とを明確にする 指導の確保が可能であれば 「専任教、

員」は必ずしも「常勤職員」である必
要はない

２ 通信課程に 昼間・夜間課程の教員が兼ねる 現行どおり、２名を限度として － ２
おける専任教 ことのできる人数の規定は、現行 昼間・夜間課程の専任教員が兼任
員の配置基準 どおり２名を限度とする できることとする

３ 教員の資格 ①学校教育法に規定する大学（短 ペンディング 〈案１〉 ３
要件の明確化 期大学を除く ）とする。 ①短期大学を除く大学とする。

②「○○学の学士課程、修士課程 ②担当する教科課目の内容に関連する
又は博士課程を修了した者 等 専門分野を履修し、学校教育法に規」 、
専門分野を修了した者とする 定された学位を有する者とする

③施行の際、既に採用されている ③新たに採用する教員について適用
教員については適用しない 〈案２〉

①現行制度をそのまま解釈すれば、大
学には短期大学が含まれることか
ら、短期大学を含む大学とする

②担当する教科課目の内容に関連する
専門分野を履修し、学校教育法に規
定された学位を有する者とする

４ 教員の資格 以下の項目等について検討を進 引き続き検討を進める 養成施設の教員として、より一層の ８
要件の向上 めてはどうか。 適正かつ確実な教授を行えるようにす

① 教員の資格認定研修の見直し るため、教員資格取得研修及び既に資
② 教員の資格基準の見直し 格取得した教員の再教育について充実
③ 再研修の実施 を図ることが適当であり、引き続き検
④ 選択必修科目等の教員研修の 討を進め適切な対応を図る
実施
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第２ 生徒に関すること

１ 学則に規定 入学時期は学則に明示した月と 入学時期は学則に明示した月と － １０
された入所時 し、中途入学を行わない等の厳正 し、中途入学は認めない等の厳正
期以降の生徒 な措置をとる旨を明確にする な措置をとる
の募集

２ 卒業の認定 卒業に当たっては、各養成施設 教育計画に従って、できる限り － １１
に必要な出席 における教育計画等に従って、で 数値化した卒業の認定基準を定め
時間数 きる限り数値化した基準を定める るとともに、欠席日数が当該学年

とともに、必要となる出席日数に の出席すべき日数の３分の１（実
ついては、指定規則で定めた各教 習にあっては５分の１）を超える
科課目の時間数の３分の２に満た 者は卒業の認定をしない

（ ）ない者 実習にあっては５分の４
に満たない者は、当該課目の履修
を認定しないことを追加する

３ 昼間課程と 「就学期間内に必要な教科課目 単位制を導入し、養成施設にお － １２
夜間課程又は を履修できること」を前提にし、 ける各教科課目の履修内容の確認
通信課程等の 昼間課程と夜間・通信課程の転入 ・判断を容易にすることにより、
転入 等、課程間の転入を認めることが 昼間課程から夜間・通信課程へ転

できる旨を明確にする 入を可能とする

４ 通信課程の入所者について

（１）入所者に 面接授業の受講にあたって通学 通信課程の生徒の実務実習場所 地域の限定は、入所を希望する者の １３
対する地域 等に負担のない範囲（面接授業場 の議論と併せて検討を進める。 ニーズに応じた門戸を狭めることとな
の限定 所に隣接する都道府県）に限定す ることから、養成施設に対する定期的

る旨を明確にする な指導監督及び指定申請時等の指導を
徹底すること等により、面接授業の適
正な実施を確保

（２）入所時期 入所時期は養成施設の考えに基 ペンディング 教育の目標及び計画に基づき、通信 １５
づく学則に明示した時期とするこ 課程の入所対象者の状況を踏まえて、
ととし、現行のままとする 適切な入所時期を定める
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５ 養成施設又 ① 学籍簿等の保管者の明確化 ①養成課程の一部を廃止し又は養 ①廃止承認申請書の記載事項に「学籍 １６
は法人等が廃 ② 承継する場合のルールの明確 成施設の廃止しようとする場合 簿等の保管者」を追加することによ
止された場合 化 における承認申請書の記載事項 り、厚生労働大臣（地方厚生局長）
の学籍簿等の に「学籍簿等の保管者」を追加 が保管者を確実に把握する
承継 ②養成施設を設置した法人が解散 ②専修学校以外の養成施設の学籍簿

する等、その承継が困難な場合 は、関係法令等において所要の規定
等は教育センターに承継し、適 を整備した上で、適正な承継及び保
切に保管することを検討 管を行う

第３ 授業に関すること

１ 授業時間数 現行の授業時間数以上履修しな 単位制を導入し、必要単位以上 － １８
の標準の取扱 ければならない旨を明確にする 履修することとする
い

２ 単位制の導 単位制を導入する 単位制を導入する ①単位制を基本とする １９
入 ②単位制で行うことが困難な養成施設

については、時間制で実施すること
も認める

３ 養成施設内で行う実習について

（１）モデルの ①生計困難者等を対象とする昭和 ①生計困難者を対象とする 通知 － ２０「 」
範囲 31年環境衛生課長通知は廃止 を廃止する

②不特定多数の者をモデルとする ②不特定多数の者をモデルとする
等の行為を行わないよう、原則 等の行為を行わないよう、原則
として生計困難者及び生徒間の として生計困難者及び生徒間の
相モデルとし、一般営業と厳に 相モデルとし、一般営業と厳に
区別する旨を明確にする 区別する旨明確にする

（２）モデルを モデルを使用した実習は６か月 モデルを使用して行う理容・美 ○モデルを使用した実習（実務実習を ２１
使用した実 以降とする（現行制度のまま） 容実習（実務実習を含む）の時期 除く）の「入所後６か月」という制
習の開始時 は、入所後概ね６か月を経過して 限は廃止
期 からとする規定を廃止し、養成施 ○実務実習の開始時期は、現行どおり

設の判断に任せる 「６か月経過後」とする
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４ 実務実習のあり方について

（１）適切な実 実務実習時間を拡大する ①年間の時間数は、実務実習の意 ①年間の実務実習時間は、現行どおり ２２
務実習時間 味、解釈を踏まえて検討 60時間とする

②１日当たりの時間は最低４時間 ②１日当たり２時間（必要に応じて４
は必要であり、１日に何時間行 時間）以内という制限は廃止
うかは養成施設の判断

（２）理容師又 指導にあたる理容師・美容師１ アンケート結果を踏まえ、指導 － ２４
は美容師の 人が、適正に指導監督できる実務 にあたる理容師・美容師１人が、
適切な指導 実習生の数を２人以下とする 適正に指導監督できる実務実習生
監督の実施 の数を２人以下とする

（３）実務実習 実務実習生が一部の理容・美容 意見を踏まえ要検討 実務実習生のモデルを確保する等の ２５
生が行う無 行為を行うことによって、料金の ために、実務実習生が一部の理容・美
料の理容・ 全部を無料とする又は料金を不当 容行為を行うことを理由にして、料金
美容行為 に低額にする等不当な営業行為に の全部を無料とする又は料金を不当に

該当しないよう配慮する旨を明確 低額にする等により、周辺の営業者の
にする 営業を不当に妨害しないよう、十分な

配慮が必要

（４）選択必修 必修科目における実務実習に準 必修科目における実務実習に準 － ２７
課目（専門 じた制限を設ける じて、適正に実施できる制度とす
教育課目） る
の実務実習

（５）名札等標 名札等の標識の着用の義務付け 実務実習生が理容所・美容所で － ２８
識の着用 を明確にする 実務実習を行う際は、名札等の標

識の着用の義務付けを明確にする

５ 通信課程について

（１）教育の充 「教員の資質 「入所者」及び 通信課程の教育の質を高めるた ｅラーニングシステムを活用した通 ２９」、
実 「実務実習時間」等の検討事項を め、ｅラーニングシステムの導入 信授業の推進を図るとともに、その結

踏まえ、通信課程の充実を図る 等を推進する 果等を見据えつつ、通信課程の資質の
向上を図るための方策を引き続き検討
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（２）理容所・ 面接授業の時間数の緩和は、理 理容所・美容所に常勤として従 ①非常勤の従事者であって、常勤の従 ３１
美容所の従 容所・美容所に常勤雇用者として 事していた者が入所途中で非常勤 事者と同等の知識及び経験を有する
業者に対す 従事している者である生徒に限定 になった場合等のルール等、具体 ことが困難な者に対しては、授業時
る面接授業 する 的な方法も含めて検討を進める 間数の緩和は適用しないことが適当
の時間数の ②入所途中で、理容所・美容所の雇用
緩和 形態が変更された場合等は、生徒は

その旨を養成施設に届け出ることに
より、その知識と経験の状況に応じ
て、当該生徒が履修する時間数を変
更する措置を講じる

③入所前に、入所しようとする者及び
その者が従事する理容所・美容所に
その趣旨等を周知し、理解と協力を
得る必要がある

（３）実務実習 実務実習を行う場所として適合 通信課程の入所者の地域の限定 通信課程における入所者の地域を限 ３３
場所 すると認める要件として 「実習 の議論と併せて検討を進める 定しない以上、実務実習先となる理容、

担当教員による定期的な巡回指導 所又は美容所の地域の限定も行わない
が可能な地域とする」旨を明確に こととする
し、通信課程にも当てはめる
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６ 中学校卒業 ①各科目35時間を課目の内容に応 必要以上に厳しくしないでチャ 講習を緩和することとする場合の方 ３５
者の講習課目 じて短縮する ンスを拡大するという基本的な方 法として、例えば、以下の選択肢が考

②生徒の過重な負担とならない程 向をもとに、具体的な方策の検討 えられる。
度に、養成施設が必要と考える を進める ①講習課目の見直し

（ ）「 」 、「 」、課目及び時間数を追加すること 案１ 現代社会 を削除し 化学
ができる 「保健」の２課目を義務付け

（ ）「 」、「 」、「 」案２ 現代社会 化学 保健
の３課目から、入所試験の状況及
び必修課目の習得状況を踏まえ２
課目以上を選択

②個人の学力に応じた見直し
《中卒者》

個別の入所資格審査により、各講
習課目について、高等学校を卒業し
た者と同等以上の学力があると認め
られた者は講習を免除又は緩和

《高校中退者》
個別の入所資格審査及び高校での

履修状況により、各講習課目につい
て、高等学校を卒業した者と同等以
上の学力があると認められた者は、
講習を免除又は緩和

７ 学習指導内 ①「教科書の内容」及び「カッテ ①教科書については、内容的に必 ①教科課程の基準及び教科書について ３７
容の具体化及 ィング等の理解させるべき内 要以上に 高度なものを求めす ア 理・美容の業に関連の深い事項
び教科書の見 容」については （社）日本理 ぎないという観点も 踏まえ踏 を中心、
直し 容美容教育センターで作成する まえ、教科課程の基準の見直し イ 理・美容の業に関連付けた内容

教科書について、その教科課程 を行う方向で検討を進める ウ 達成すべき知識及び技能の程度
の基準について、関係者の意見 ②エステティック等については、 をできる限り具体的に示す
を聞きつつ見直しを行う 今後の課題とする 等の見直しを行う

②エステティック」については、 ②エステティックは、理容・美容をめ
選択必修課目での実施状況を踏 ぐる消費者ニーズを勘案するととも
まえ、関係法令の枠組みを踏ま に、関係法令の枠組み等も踏まえた
えつつ、必修科目の実習で教授 上で、適切な教授ができるよう教科
することを検討する 課程の基準に適切に反映する
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第４ 施設及び設備に関すること

１ 校舎の配置 校舎の増設等を行わなければ対 他の資格制度との並びをみなが ①法令の規定により、同一敷地内への ３９
応できない場合において、 ら検討 増設が制限又は禁止される場合等、
①法令の規定により制限又は禁止 やむを得ない明確な理由がある場合
される場合 に限り、別の敷地に設置すること可

②カリキュラム上支障がないこと 能とする
③生徒に負担がかからないこと ②別の敷地に設置する校舎の場所は、
等やむを得ない場合に限り、分設 教員・生徒の移動等教育上・学習上
を認める 支障のない距離とし、生徒に負担が

かからない措置を講じる

２ 消毒室の設 消毒室の設置の義務付けを廃止 消毒室の設置の義務付けを廃止 － ４０
置

３ 備品（実験 現状に合わせ見直しを行う 実験器具の各品目について、現 － ４１
器具等）の見 状に合わせ見直しを行う
直し

第５ 申請等に関すること

１ 都道府県の ①理容師法施行令第１条及び美容 できる限り、理容師法施行令第 ①地方厚生局が設置され、通常の指導 ４２
法定受託事務 師法施行令第１条を削除し、都 １条及び美容師法施行令第１条を 監督を行うようになった現在、事務
の見直し 道府県知事の関与を無くし、厚 削除し、都道府県知事の関与を無 の統一性・効率性の観点を踏まえ、

生労働大臣が行う事務に位置付 くし、厚生労働大臣が行う事務に 厚生労働大臣（地方厚生局長）が行
ける 位置付ける うことについて検討

②都道府県に対し、指定等の状況 ②国と都道府県の事務分担を考える上
に関する情報提供を行う等、引 では地方分権の推進の観点について
き続き連携を図る も考慮する必要があり、関係機関と

の十分な調整が必要、
③関係機関との調整に時間を要する場
合でも、養成施設に対する定期的な
立入調査や変更届の受理等の事務
を、地方厚生局において実施するこ
ととするよう、早急に見直すべき

④引き続き、都道府県と十分な連携を
図る
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２ 養成施設に ①地方厚生局が養成施設の指導監 できる限り、理容師法施行令第 ①地方厚生局が設置され、養成施設に ４４
対する指導監 督を行うことを基本 １条及び美容師法施行令第１条を 対する報告の徴収及び指示の権限を
督 ②必要に応じた情報の交換等、都 削除し、厚生労働大臣が行う事務 有するようになった現在、都道府県

道府県と連携を図りながら実施 に位置付ける が指導監督事務を行う積極的な意義
が乏しいことから 厚生労働大臣 地、 （
方厚生局長）が一元的に行う

②引き続き、都道府県と十分な連携を
図る

３ 届出事務の 都道府県知事のみに届出られて 都道府県知事に提出されている － ４５
整理 いたものを厚生労働大臣への届出 届出を厚生労働大臣への届出に変

に変更する 更する

４ 生徒の定員 校舎の各室の用途及び面積並び 校舎の各室の用途及び面積並び － ４６
変更を伴わな に建物の配置図及び平面図を変更 に建物の配置図及び平面図を変更
い構造設備の する構造設備の変更については、 する構造設備の変更については、
変更 生徒の定員に伴わない変更であっ 生徒の定員に伴わない変更であっ

ても、厚生労働大臣の承認を受け ても、厚生労働大臣の承認を受け
ることとする旨を明確にする ることとする

５ 定員の減に 定員の減については、厚生労働 定員の減については、厚生労働 － ４７
伴う厚生労働 大臣の承認から届出に変更する 大臣の承認から届出に変更する
大臣の承認

６ 変更の届出 届出時に添付を義務付ける旨を 届出時に添付を義務付ける旨を － ４８
における学則 明確にする 明確にする
の添付

７ 在学生の保 在学中の生徒の編入所につい 在学中の生徒の編入所につい － ４９
護規定 て、廃止の承認時の記載事項とし て、廃止の承認時の記載事項とし

て提出させることを省令等におい て提出させることを省令等におい
て明確にする て明確にする
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８ 指定取消事 養成施設の指定の基準に卒業の 要検討 ①養成施設の指定基準中に、入所定員 ５０
由の追加 適正な認定及び入所定員の遵守に の遵守及び適正な卒業の認定を明確

関する規定を追加することによ に規定する
り、指定取消事由の対象とする ②指定を取り消す以外に養成施設の適

正な管理・運営を確保することが困
難と認められる場合は、指定の取消
しについても検討する

９ 広告規制 「新設」又は「学生の募集」の 新設及び学生募集の公告の開始 － ５２
広告の開始時期を明確にする 時期について明確にする


